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初回審査
申請者等 対象品目 認証番号 登録形式 有効期限

大洋電機㈱ 回転機システム工場 常用防災兼用発電装置 K-D-13  1形式 H32. 2.24
サーベイランス

申請者等 対象品目 認証番号 登録形式 有効期限

日本車輌製造㈱ 鳴海製作所 防災用自家発電装置 B-D-30 32形式 H30.12.21
可搬形発電設備 R-D-30  2形式 H27.12.18

三友工業㈱ 小牧工場 防災用自家発電装置 B-D-100  5形式 H30.11. 3

ダイハツディーゼル㈱ 守山工場 防災用自家発電装置 B-D-04 10形式 H31. 2.28B-T-04  6形式
常用防災兼用発電装置 K-D-04  4形式 H30. 3. 2

大洋電機㈱ 回転機システム工場 防災用自家発電装置 B-D-13 17形式 H27.11. 6
常用自家発電装置 J-D-13  1形式 H29. 8.14

山洋電気㈱ 富士山工場 防災用自家発電装置 B-D-54  6形式 H31.12.19
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特種電気認定講習を44名が受講

▼３月23日（月）14：00-16：00横浜市病院経営局長：
2020年開院へ向けた「市民病院再編整備事業」
▼３月24日（火）10：00-12：00衆議院議員 山本拓氏：
分散型エネルギー普及策と「地方創生」実現への取組み
▼３月25日（水）10：00-12：00KPMGコンサルティ
ング㈱：世界の水素ビジネス動向を踏まえた長期的事業戦
略の視点
▼４月９日（木）14：00-16：00㈱日立システムズパワー
サービス：事業戦略と2015年度以降の具体的な展開
▼４月10日（金）14：00-16：00脳神経疾患研究所総
合南東北病院理事長・総長：次世代がん治療「ホウ素中性
子補足療法」の導入に向けた施設整備計画について
▼４月16日（木）10：00-12：00国土交通省成長戦略
会議委員：浜松市上下水道部の上下水道におけるコンセッ
ション制度活用上の留意点
▼４月17日（金）15：00-17：00内閣官房国土強靱化

　２月６日、東京・神田駿河台の連合会館で特種電気工事
資格者（非常用予備発電装置工事資格者）の平成26年度認
定講習が行われ、44名が受講した。３名の講師が、１時限
目「電気に関する基礎理論」及び「自家用電気工作物の保
安に関する法令」、２時限目「非常用予備発電装置の基礎」、
３時限目「非常用予備発電装置工事の施工方法」の講義を
行い、受講生は講師の解説を最後まで熱心に聞き入っていた。
　同認定講習は、内発協が一般財団法人電気工事技術講習
センターから受託し毎年実施している。電気工事士法では
契約電力500kＷ未満の附帯設備として設置される需要設備
の非常用予備発電装置の原動機、発電機、配電盤等を設置

推進室参事官：国土強靭化施策関係：27年度予算案と26年
度補正予算の重点事業及び次期計画の取組み事項・検討等
の進捗と今後の展開
▼４月22日（水）14：00-16：00東京電力㈱：中部電
力との包括提携等と今後の燃料調達における取組みの重点
▼４月23日（木）9：30-11：30経済産業省総合エネルギー
調査会総合部会電力システム改革小委員会委員：３月３日
発送電分離・導管部門分社化閣議決定、４月始動する電気・
ガス事業規制・制度改革、新エネルギー政策が企業経営に
及ぼす影響と対応策
▼４月24日（金）15：00-17：00㈱日建設計：国内最
高ツインタワー、BCP対応・防災機能を拡充する「中之島フェ
スティバルタワー・ウエスト（仮称）」建築コンセプトと今
後の取組み
▼５月11日（月）14：00-16：00衆議院議員 柴山昌彦氏：
資源・エネルギー戦略調査会再生可能エネルギー普及拡大
委員会における最新議論の状況、課題と今後の展開につい
て
　JPI（日本計画研究所）セミナーお問合せ
　☎03－5793－9761

特種電気認定講習の会場で

または変更する工事に関し、特種電気工事従事者の資格取
得を義務づけている。
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